
（平成２１年６月３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 6 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手国民年金 事案 443 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年 11 月から 42 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年 11月から 42年３月まで 

    昭和 41 年度の国民年金保険料が未納とされていたため、社会保険事務所

で調べてもらったところ、昭和 41 年４月から同年 10 月までの期間の納付

記録が訂正された。申立期間の保険料を納付しないということはないはず

であり、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年度の国民年金保険料について、申立期間のみ納付しな

いことは無いはずであるとしているところ、Ａ市保管の国民年金被保険者名

簿及びＢ社会保険事務所保管の国民年金被保険者台帳によると、申立人は、

昭和 38年 10月から 39年３月までの期間及び 40年５月から 41年９月までの

期間に係る保険料を、第２回特例納付により納付したことが確認できること

から、申立期間の保険料も同時に納付したものと考えるのが自然である。 

   また、申立期間直前の昭和 41 年４月から同年 10 月までの期間については、

当初未納とされていたが、平成 20 年７月に申立人が社会保険事務所に記録照

会をした結果、記録が未納から納付済みに訂正されており、行政側の記録管

理が適切に行われていなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立期間は５か月と短期間であり、申立人は、申立期間を除き国

民年金保険料をすべて納付しているなど、申立人の納付意識は高かったもの

と考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



岩手厚生年金 事案 322 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、20 万円に訂正することが必要

である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 39年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成６年５月 24日から９年２月１日まで 

私は、申立期間についてＡ社に勤務した。標準報酬月額が 16 万円になっていた

が、当時の給与支払明細書では標準報酬月額が 20 万円に相当する保険料が控除さ

れているので標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る平成８年分給与所得の源泉徴収票及び給与支

払明細書の記録により、申立人は、Ａ社において申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人から提出された平成８年６月から９年１月分の給与支払明細書では、

標準報酬月額 20 万円に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが確認できるほか、平成６年分給与所得の源泉徴収票においても、標準報酬

月額 20 万円に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が推認できる。 

以上のことから、申立期間の標準報酬月額については、平成６年分給与所得の源泉

徴収票、８年分給与支払明細書及び雇用保険の記録から 20 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主が、

実際の給与より低い報酬月額を届け出たとしていることから、その結果、社会保険事

務所は申立人に係る適正な標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険



料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は当該保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



岩手厚生年金 事案 323 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記

録を昭和 25年５月５日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年５月から 26年９月

までは 5,000 円、同年 10 月から 27 年５月までは 6,000 円、同年６月から 28年９月

までは 7,000円、同年 10月から 29年９月までは 8,000円、同年 10月から 30年９月

までは 9,000円、同年 10月から 31年９月までは１万円、同年 10月から 32年９月ま

では１万 2,000円、同年 10月から 34年９月までは１万 6,000円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 25年５月５日から 34年 10月１日まで 

私は、昭和 25 年５月５日に入社してから、一貫してＡ社に勤務していた。会社

が発行した経歴書を提出するので、私が申立期間において厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった経歴書により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたこと

が確認できる。 

また、Ｂ社は、当時から試用期間中も厚生年金保険を適用しており、申立人の申立

期間に係る厚生年金保険料を給与から控除したと思われると回答していることから判

断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人が資格取得した昭和 34年 10月の標準

報酬月額（１万 8,000 円）が同額であった同僚の記録から判断すると、25 年５月か

ら 26年９月までは 5,000円、同年 10月から 27年５月までは 6,000円、同年６月か

ら 28年９月までは 7,000円、同年 10月から 29年９月までは 8,000円、同年 10月か



ら 30年９月までは 9,000円、同年 10月から 31年９月までは１万円、同年 10月から

32 年９月までは１万 2,000 円、同年 10 月から 34 年９月までは１万 6,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、当時の資料を保管していないので不明としているが、雇用保険

及び厚生年金保険の記録における資格取得日がともに昭和 34年 10月１日となってお

り、公共職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って同じ日を記録したとは考え難

い。また、資格の取得に係る届出や厚生年金被保険者報酬月額算定基礎届などのいず

れの機会においても社会保険事務所が処理を誤ったとは考え難いことから、事業主が

同日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 25 年５

月から 34 年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



岩手厚生年金 事案 324 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記

録を昭和 29年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を同年１月から 31年９月

までは 3,000円、同年 10月から 32年９月までは 4,000円、同年 10月から 34年９月

までは 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 29年１月１日から 34年 10月１日まで 

私は、昭和 28年 10月に結婚し、29年１月からＡ社に勤務していた。 

夫と同時期に勤務していたので、私が申立期間において厚生年金保険被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社及び複数の同僚の証言により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが

確認できる。 

また、Ｂ社は、当時から試用期間中も厚生年金保険を適用しており、申立人の申立

期間に係る厚生年金保険料を給与から控除したと思われると回答していることから判

断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人が資格取得した昭和 34年 10月の標準

報酬月額（6,000 円）が同額であった同僚の記録から判断すると、29 年１月から 31

年９月までは 3,000円、同年 10月から 32年９月までは 4,000円、同年 10月から 34

年９月までは 5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は当

時の資料を保管していないので不明としているが、資格の取得に係る届出や厚生年金

被保険者報酬月額算定基礎届などのいずれの機会においても社会保険事務所が処理を



誤ったとは考え難いことから、事業主が昭和 34年 10月１日を資格取得日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 29年１月から 34年９月までの保険料の

納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



岩手厚生年金 事案 329 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められることから、

申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 29年４月１日から 33年９月１日まで 

社会保険事務所で年金記録を確認したところ、申立期間については、脱退手当

金が支給済みとの回答をもらった。 

しかし、私は脱退手当金を受け取った記憶がないので、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期間をそ

の計算の基礎とするものであるが、申立期間後の被保険者期間についてはその計算の

基礎とされておらず、未請求となっているところ、申立人が２回の被保険者期間のう

ち、申立期間のみを請求し、支給日に近い被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、未請求となっている被保険者期間と申立期間の２回の被保険者期間は同一事

業所（別支店）であり、かつ、同一の被保険者記号番号で管理されているにもかかわ

らず、支給されていない期間として存在することは事務処理上不自然である。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳記号番

号払出簿の氏名は変更処理がなされておらず旧姓のままであり、申立期間の脱退手当

金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は昭和 35 年６月に婚姻し、改姓

していることから、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係

る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 330 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日に係る記

録を昭和 45 年４月１日とし、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000 円とすることが

必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年４月１日から 46年４月１日まで 

私は昭和 43 年３月 16 日にＡ社に入社以来、一貫して現在も勤務しているが、

申立期間について厚生年金保険の記録が無かった。 

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及びＢ社が保管している職歴台帳の記録から判断すると、申立人が

Ａ社に継続して勤務し（昭和 45 年４月１日に同社Ｃ支店から同社Ｄ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間の標準報酬月額は、昭和 46 年４月の社会保険事務所の記録から２

万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該事業所

が保管している社会保険番号台帳に、申立人の資格取得日が昭和 46 年４月１日と記

録されており、事業主は、申立期間の保険料を納付していないと回答していることか

ら、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 

 



岩手厚生年金 事案 331 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ支社（現在は、Ｃ社）における厚生年金保険

の資格喪失日に係る記録を昭和 32年 12月８日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否か明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年 10月 17日から同年 12月８日まで 

私は、昭和 31 年６月にＡ社（昭和 32 年８月にＤ社に社名を変更）に入社し、

59 年に退職するまで継続して勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の

加入記録が無い。申立期間について勤務していたことを証明する在籍証明書及び退

職給与金計算書を提出するので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された退職給与金計算書及びＣ社が保管している人事関係書類から

判断すると、申立人がＤ社に継続して勤務し（昭和 32 年 10 月 17 日にＤ社Ｂ支社か

ら同社Ｅ事務所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 32 年８月の社会保険事務所の記

録から１万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

「資料が無く不明である」と回答しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

岩手国民年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年７月から 42 年８月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年７月から 42年８月まで 

私は、Ａ市で勤め始めた昭和 40 年７月に、国民健康保険の加入と一緒

に、国民年金も加入したと記憶している。未納となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 40 年７月に国民健康保険に加入し、一緒に国民年金も加入

したと主張しているが、社会保険庁のオンライン記録によると、申立期間は、

Ｂ事業所に勤務した 37 年４月から 40 年６月までの期間及びＣ事業所に勤務

した 42 年９月から 43 年３月までの期間が厚生年金保険被保険者期間である

ことが判明したことから、平成６年７月に国民年金被保険者期間としての記

録が追加処理されたことに伴い発生した未納期間であることが確認できる。

したがって、同年６月以前においては、申立期間は、国民年金の未加入期間

であり、国民年金手帳や納付書が発行されることは無く、国民年金保険料を

納付できなかったものと考えられる。 

また、国民年金手帳記号番号は、昭和 49 年 12 月にＡ市で払い出されてお

り、その時点で、申立期間は時効により納付できない期間である上、申立人

は加入手続をＡ市で行ったとしていることから、別の国民年金手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を１か月 900 円だったとし

ているが、申立期間当時の国民年金保険料は１か月 100 円であり、申立人が

納付したとする金額と実際の保険料額とは相違している。なお、国民年金保

険料が 900円となるのは昭和 49年１月から同年 12月までの期間である。 

加えて、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関連



                      

  

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

岩手国民年金 事案 445 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間、50 年８月から 52 年１

月までの期間及び 53 年 11 月から 54 年 11 月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 37年３月まで 

             ② 昭和 50年８月から 52年１月まで 

             ③ 昭和 53年 11月から 54年 11月まで 

    父から、国民年金に加入していたことがあると聞いた記憶があり、厚生

年金保険と厚生年金保険の間の期間は、国民年金に加入し、国民年金保険

料を納付していたと思うので、再調査願いたい。 

   （注）申立ては、申立人の四男が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は既に他界している上、申立人の四男は申立人の国民年金への加入

手続及び国民年金保険料の納付に直接関与しておらず、当時の状況は不明で

ある。 

   また、申立期間①について、申立人の四男は、中学生のころに申立人から

国民年金に加入していたことがあると聞いたので、申立人は国民年金保険料

を納付していたと思うとしているが、詳細は不明であるとしている上、申立

人と連番で国民年金手帳記号番号が払い出された申立人の妻も免除期間とな

っていることから、申立人の記録に不自然さはみられない。 

さらに、申立期間②及び③について、申立人が国民年金に加入していたと

すれば、申立人の妻に係る国民年金の加入種別は、任意加入から強制加入又

は強制加入から任意加入と変更される必要があるが、Ａ市保管の国民年金被

保険者名簿によると、申立人の妻の加入種別は、国民年金被保険者資格を取

得した昭和 44 年７月から 60 歳となったことにより被保険者資格を喪失する



                      

  

54 年 11 月まで変更されていないことが確認できることから、申立期間②及

び③は国民年金に加入していなかったものと推認され、制度上、申立人に対

し納付書が発行されることは無く、国民年金保険料を納付することはできな

かったものと考えられる。 

   加えて、申立人は、昭和 24 年６月以降、住所を移動していないなど、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

そのほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

岩手国民年金 事案 446 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年７月から 44 年１月までの期間、49 年６月、同年９月か

ら 50 年３月までの期間、53 年８月から同年９月までの期間及び 55 年 10 月

の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43年７月から 44年１月まで 

                          ② 昭和 49年６月 

             ③ 昭和 49年９月から 50年３月まで 

             ④ 昭和 53年８月から同年９月まで 

             ⑤ 昭和 55年 10月 

    最初に勤めた会社を退職する際、会社の事務の人から、将来年金がもら

えないと老後の暮らしに困るからと、国民年金へ加入することを勧められ

た。自分では、きちんと加入し、保険料を納めてきたものと思っていた。

申立期間が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金への加入手続及び保険料納付について、昭和 47 年３月

に結婚する以前は、親からなんら具体的な話は聞いておらず、結婚して以降

は、家計の一切を申立人の妻に任せていたとしているが、申立人の妻は既に

他界している上、申立人自身は直接関与したことが無いなど、具体的な加入

及び納付状況は不明である。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年４月に申立人の妻と連

番で払い出されており、この時点で申立期間①、②及び③の大部分は時効に

より納付できない期間となっている。 

   さらに、申立人は、他の市町村に住民登録したことが無いなど、別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   加えて、申立期間は５回に及び、これだけの回数の事務処理を行政が続け

て誤ることは考え難い。 



                      

  

そのほか、申立人が申立期間について保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



岩手厚生年金 事案 321 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年４月 16日から 44年４月１日まで 

私は、昭和 43 年４月 16 日から 44 年４月１日までＡ社Ｂ支店に勤務していたが、

社会保険事務所に確認したところ、申立期間について厚生年金保険の記録が無い旨

の回答をもらった。 

Ａ社が昭和 44 年４月１日にＣ社（現在は、Ｄ社）に買収された後も、引き続き

勤務していたことは間違い無いので、厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社が保管している労働者名簿により、申立人が昭和 43 年８月 27 日から 44 年３

月 31日までＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立人の厚生年金保険の適用について、Ｄ社に照会したところ、当

時の関係書類は保管されておらず、これらの事実を確認できる関連資料や証言を得る

ことができなかった。 

また、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認

したところ、申立期間について申立人の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や

乱れも無い。 

さらに、複数の同僚の証言から、申立人と同時期にＡ社Ｂ支店に入社したとする同

僚について、同社における厚生年金保険の加入記録が確認できない者もいることから、

事業主がすべての従業員を厚生年金保険に加入させていたわけではないと推認される。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 325 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月６日から 37年４月まで 

私は、昭和 36年４月６日から 37年４月ごろまでＡ社に勤務したが、社会保険

庁の記録では同期間における厚生年金保険の記録は無かった。 

厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる資料は無いが、勤務してい

たことは間違いないので、申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和 48 年７月１日に全喪しているものの法人は存続しているため、複数

の商号変更を経た現在のＢ社の事業主へ照会したところ、｢申立期間当時の事情を知

っている者は既に死亡しており詳細は分からない。また、昭和 48 年にはＣ社に事業

譲渡をしている。｣との回答があったことから、さらにＣ社に照会したが、同社では、

申立期間当時の在籍は確認できないとしており、申立内容を裏付ける関連資料や証言

を得ることはできなかった。 

また、社会保険庁のオンライン記録から申立期間当時に勤務していたとみられる複

数の同僚に照会したが、具体的な証言は得られず申立人の在籍期間等について明らか

にすることはできなかった。 

さらに、社会保険事務所が保管しているＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票を確認したところ、申立期間において申立人の記録が無い上、健康保険の整理番

号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 32年３月から 36年３月まで 

私は、昭和 32 年３月からＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ作業所で勤務し、Ｃ作業所終

了後、35 年からはＤ作業所でいずれも経理として勤務していたが、厚生年金保険

の加入記録が無い。 

給与明細書等の証拠書類は無いが、申立期間について、厚生年金保険被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時Ａ社Ｃ作業所及びＤ作業所に勤務していたと思われる複数の同僚の証言から、

申立人が申立事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、これらの同僚は、Ｃ作業所を開設したのは早くとも昭和 34 年８月以降で

あり、また、Ｄ作業所で申立人が勤務していたのは 38 年ごろであるとしており、さ

らに、現地採用の事務員は当時厚生年金保険に加入させていなかったと思われる等と

供述していることから、申立内容を裏付ける証言を得ることはできなかった。 

また、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用についてＢ社に照会したが、当該事

業所に保管されている当時の社員名簿には申立人の氏名が記載されておらず、これら

の事実を確認できる関連資料や証言を得ることができなかった。 

さらに、申立期間について、社会保険事務所が保管している申立事業所に係る健康

保険厚生年金保険被保険者原票を調べても申立人の加入記録は無く、加えて、当時Ｃ

作業所において、申立人と同様に現地採用で勤務していたと複数の同僚の証言のあっ

た女性事務員についても厚生年金保険の加入記録が見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 327 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基 礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年 12月 26日から 47年９月１日まで 

私は、昭和 42 年４月から 47 年８月までＡ社に勤務した。42 年４月８日から同

年 12月 25日までの厚生年金保険の記録はあるが、その後は記録が無い。結婚後に

一緒に勤務した妻は 47年２月１日から同年８月 21日までの厚生年金保険の記録が

あり、自分の記録が無いのに納得できない。申立期間について厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   同僚の証言により、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所は、昭和 51 年 10 月 31 日に全喪しており、申立期間当時の事

業主も既に亡くなっていることから申立内容を確認できる関連資料や証言は得られな

かった。 

また、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票を確認しても、申立人は昭和 42 年 12 月 26 日に資格喪失している上、申立

期間において記録が無く、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

さらに、申立人は日雇であったと供述しているところ、複数の同僚も申立人と同様

に日雇であったと供述しており、当該事業所では申立人と同時期に資格喪失している

者が多数存在するほか、申立人が同僚として挙げた者は厚生年金保険の加入期間が無

い者もいる。 

加えて、同時期に継続して厚生年金保険に加入しているのは、申立人と職種が異な

る申立人の妻のほかは、新規適用時に資格取得している者及び同僚から「親方」と供

述のあった２名しか確認できない。 

その上、申立人が記憶している当時の同僚及び社会保険庁のオンライン記録から申

立期間当時に勤務していたとみられる複数の同僚に照会したものの、申立人が申立期

間について厚生年金保険に加入していたことを裏付ける関連資料や証言を得ることは

できなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関



連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



岩手厚生年金 事案 328  

 

第１ 委員会の結論  

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 37年８月ごろから 40年ごろまで 

    私は、昭和 37年８月ごろから 40年ごろまでの３年間ぐらいＡ社に勤務していた

が、申立期間に厚生年金保険の記録が無いとされた。間違い無く勤務していたので、

申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。  

   

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は昭和 37年 11月 25日に全喪しており、事業主も所在が不明のため、同社に

おける申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用について確認できなかった。 

また、当該事業所に申立期間当時勤務していた複数の者に照会したが、申立内容

を裏付ける証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間の大部分は当該事業所の全喪後である上、昭和 38 年 11 月１日

から 39年５月１日までの期間については、当委員会の調査審議の過程において、申

立人と同姓同名であり、申立人に新規に払い出された記号番号で管理されている生

年月日である基礎年金番号に未統合の厚生年金保険被保険者記録が申立てに係る事

業所とは別の２事業所について判明し、社会保険庁の職権によって申立人の基礎年

金番号に統合された。 

加えて、社会保険事務所が保管している当該事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿を確認したところ、申立期間において申立人の記録は無く、健康保険

の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 
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第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年１月から 43年５月まで 

  ② 昭和 43年７月から同年 12月まで 

私は、申立期間①にＡ社に、申立期間②にＢ事業所に勤務していたが厚生年金

保険の被保険者記録が無かった。間違い無く勤務していたので、厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る申立期間①については、同僚の証言により、申立人が申立期間に同社に

勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険庁の記録では当該事業所は昭和 43年 11月１日に厚生年金保険の

適用事業所となっており、申立期間は厚生年金保険の適用事業所ではないことが確認

できる。 

また、当該事業所は昭和 54 年 10 月 20 日に全喪し、代表取締役も既に死亡してお

り、申立人の申立内容を裏付ける関連資料や証言を得ることはできなかった。 

Ｂ事業所に係る申立期間②については、申立人が事業所の所在地として供述したＣ

県Ｄ市において、同事業所が厚生年金保険の適用事業所として存在した記録が無く、

管轄する法務局に照会したところ同事業所名での法人登記の記録も無い。 

また、申立人は、事業主の氏名を記憶しておらず一緒に働いたとする同僚の氏名を

オンライン検索するも特定することができず、申立人の申立内容を裏付ける関連資料

や証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立期間は、社会保険庁の記録によると国民年金の納付済期間となってい

ることが確認できる上、申立人も保険料を納付したと供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 


